
事業計画の概要

２０２２年７⽉２５⽇
九州電⼒送配電株式会社



1目 次

１ はじめに
・社⻑メッセージ
・当社の現状

２ 収⼊の⾒通しの算定結果の概要

３ 前提計画
・需要及び再エネ連系量の⾒通し

４ 設備投資計画
・年度推移
・設備拡充
・設備保全
・離島の取組み

５ 次世代投資計画
・概要
・再エネ拡充・脱炭素化
・レジリエンス強化

６ 効率化の推進
・推進体制
・効率化計画
・取組事例

７ 目標計画



2１ はじめに（社⻑メッセージ）

このような事業環境の中、レベニューキャップ制度の目的
である「必要な投資の確保」と「コスト効率化」を両⽴し、
再エネの主⼒電源化やレジリエンス強化などを図るため、
当社が今後5か年間に達成すべき目標を明確化するとともに、
着実な投資と効率化の実施に向けた具体的取組みを盛り込んだ
事業計画を策定しました。

当社は、事業計画の実⾏を通じて、「2050年カーボン
ニュートラル」の実現と「事業運営の公平性･透明性･中⽴性を
確保し、送配電ネットワークを利⽤するすべてのお客さまが
満⾜する低廉で良質な電気を安定的にお届けする」という
ミッションを果たし、引き続き九州の発展・成⻑に貢献して
まいります。

当社は、これまで、一般送配電事業者として「九州のお客さまに低廉で良質な
電気を安定的にお届けする」という使命を担い、お客さまの生活や経済活動を
支えてまいりました。

九州においては、「台風などの自然災害が多い」「離島が多い」といった地理的
特徴に加え、太陽光などの再エネの急拡⼤に対応した設備対策を⾏っています。
また⾼度経済成⻑期に建設した設備の⾼経年化が進んでおり、電気を安定的に供給
するため、設備の更新などに着実に取り組んでいく必要があります。



3１ はじめに（当社の現状）
 九州は、自然災害が多い、離島が多い等の地理的特徴に加えて、太陽光等の再エネ申込み

の急増や⾼度経済成⻑期に構築した⼤量の設備の⾼経年化等の課題に直⾯しており、
送配電事業に必要な投資の確保と更なるコスト効率化の取組みが重要となっています。

ドローン ヘリ

⾵⼒

電柱

〔設備の⾼経年化状況〕

〔太陽光・⾵⼒の接続量〕

全国離島の発電設備量
に占める当社の割合 太陽光

〔自然災害による設備被害状況（配電設備）〕

・ドローンを活⽤した
鉄塔点検

・AIを活⽤した
設備劣化度判定 等

〔デジタル技術を活⽤した効率化〕

発生年⽉ 支持物損壊
（本）

電線断混線
（条径間）

2016年4月
熊本地震 3,152 864

2017年7月
九州北部豪⾬ 600 800

2018年8月
台⾵24号 368 3,392

2020年7月
豪⾬(中南部) 454 1,300

2020年9月
台⾵10号 163 4,705

（万kW）
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⾼度経済成⻑期に
⼤量に構築した
設備が⾼経年化

当社
約4割他社合計

約6割

台⾵襲来時の倒木等
による設備被害

設備の施設年度分布(鉄塔基数)

新設

変電所

電源ポテンシャル

再エネ等の電源ポテンシャルを
踏まえた効率的な設備形成

当社
約４割

⾼経年化設備の更新

災害の
激甚化

更なる
効率化
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［億円］

［現⾏原価］
（2013〜15平均）

［収⼊⾒通し］
（2023~27平均）

4,542
再エネ連系対応
⾼経年化対策

調整⼒
関連

次世代化効率化

5,071
その他

(制御不能費⽤ 等)

現⾏
収⼊

需要減

4,455

 業務や資機材調達等における最⼤限の効率化(コスト削減)
 ⾼度経済成⻑期に建設した⾼経年化設備の更新投資の増加
 再エネの更なる導⼊拡⼤、自然災害の激甚化を踏まえた

レジリエンス強化等、将来の社会的便益の最⼤化に向けた
送配電ネットワークの次世代化

 安定供給維持に必要な調整⼒費⽤など外生的な費⽤の増加

 第１規制期間（2023〜2027年度）においては、再エネ連系・⾼経年化設備対策の費⽤
が増加しますが、これまでの経営効率化の取組みに加え、デジタル技術等を活⽤した業務の
効率化・⾼度化や資機材調達プロセスの改善等による更なるコスト削減を織り込むことで、
既存ネットワークコスト等の抑制を図っています。

 また、カーボンニュートラルへの対応としての再エネ導⼊拡⼤の取組みやレジリエンス強化、
お客さまサービス向上等のネットワークの次世代投資に加え、安定供給の維持に必要な
調整⼒の確保等により、社会的便益の最⼤化に取り組んでいきます。

 こうした送配電事業に必要な投資・費⽤と最⼤限の効率化を織り込んだ結果、第１規制
期間における年間事業収⼊は5,071億円を⾒込んでいます。

２ 収⼊の⾒通しの算定結果の概要
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区分 主な費⽤ 計画値
OPEX※1 人件費、委託費 1,203
CAPEX※2 減価償却費（新規） 577
その他費⽤ 修繕費、離島供給費⽤・収益 962
次世代投資※3 再エネ拡充・脱炭素化等に資する投資関連費⽤ 238
制御不能費⽤ 公租公課、減価償却費（既存） 1,656
事後検証費⽤ 調整⼒費⽤ 329
控除収益 電気事業雑収益 ▲172
事業報酬 ー 279
合計 ー 5,071

現⾏原価
（現⾏収⼊※4）

4,542

※1︓OPEX（OPerating EXpense）
送配電業務の運⽤に必要となる事業運
営費

※2︓CAPEX（CAPital EXpenditure）
送配電業務に係る設備投資関連費⽤

※3︓次世代投資
先進的なもので費⽤体効果が⾼い送配
電ネットワークの次世代化に資する投資
関連費⽤

※4︓現⾏収⼊
現⾏料⾦単価が継続した場合の収⼊の
⾒通し

●収⼊の⾒通しの内訳

（参考）平均単価
単価の⾒通し※5

（参考値）➀
現⾏収⼊単価

➁
差引

➀－➁
特別⾼圧 2.66 2.43 ＋0.23
⾼圧 4.63 3.99 ＋0.64
低圧 9.93 8.74 ＋1.19

［円/kWh］

［億円］

※5 : 現⾏の「⼀般送配電事業託送供給等約款料⾦算定規則」に
則った参考値（収⼊の⾒通しを販売電⼒量で除して算定した
平均単価）

（4,455）

【参考】収⼊の⾒通しの内訳



6３ 前提計画（需要及び再エネ連系量の⾒通し）

822 818 817 815 815 

1,536 1,533 1,529 1,526 1,522 
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販売電⼒量(億kWh)
最⼤電⼒(万kW) （万kW）

257 265 276 
288 297 

1,598 1,698 1,797 1,897 1,982 
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 販売電⼒量は、人⼝減少や省エネの
進展等から、2024年度以降緩やかな
減少を⾒込んでいます。

 また最⼤電⼒についても、販売電⼒量
の減少に伴い、2024年度以降緩やか
な減少を⾒込んでいます。

 再エネ連系量については、気候条件に
恵まれていることから申込みが急増し、
設備の空き容量が少ない状況が発⽣
していますが、再エネ導⼊拡⼤の取組
み等を推進することにより太陽光・
⾵⼒を中⼼に増加を⾒込んでいます。

販売電⼒量及び最⼤電⼒の⾒通し

再エネ発電電⼒量及び接続容量の⾒通し

（億kWh）

（万kW）（億kWh）

注）グラフの値は、太陽光、⾵⼒、バイオマス、⽔⼒、地熱の合計

（参考）最⼤電⼒
・再エネ接続容量が最⼤電⼒を上回る⾒通し



7４ 設備投資計画（年度推移）

次世代投資 25 27 22 26 26 69 80 101 185 139 94 その他投資 138 196 210 201 198 
248 335 326 205 

224 271 

更新投資 403 
446 410 372 

492 537 

555 558 601 594 
652 

拡充投資 461 

482 538 
481 

461 

446 

427 427 348 320 299 
1,027 

1,150 1,181 1,080 
1,178 

1,301 
1,396 1,413 

1,340 
1,278 1,316 

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

次世代投資 その他投資 更新投資 拡充投資

[億円]

（過去実績平均︓1,123）

（計画値平均︓1,348）

 第１規制期間の設備投資額は、過年度から投資してきた50万V日向幹線の運⽤開始
（2022年6月）等に伴い拡充投資が減少しますが、⾼経年設備の更新投資の増加や
次世代投資の取組み等により、過去実績に⽐べ増加する⾒込みです。

過去実績

第１規制期間



8４ 設備投資計画（設備拡充）
 再エネ等の電源の新増設計画や各地域の需要動向及び送変電設備の設備実態等を

踏まえ、⻑期的な観点から効率的な設備形成を⽬指し、工事計画を策定しています。
 また設備の⾼経年化により⼤規模な設備更新が必要な系統については、再エネ等の電源

ポテンシャルを踏まえたうえで、送電線ルート整理等による設備のスリム化やレジリエンス強化
等を総合的に勘案し、最も効率的な対策工事を計画しています。
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出水 
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川内 

川内(2022/3 廃止予定) 

川内原子力 

鹿児島 

霧島 

高野(開) 

宮崎 

南宮崎 

一ツ瀬 

小丸川 

上椎葉 

北長崎 

長崎 

苓北 

新鹿児島 

赤坂 

柏田 

伊都 

脊振 

大分 

ひむか 

到津 

至 中国 

山 
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松島 
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新大分 
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一ツ瀬 

川薩 

新大分 

大平 

苓北 

唐津 

若松 

都城 

大隅 

西福岡 

上津役 

新日向 

主要工事

⼤隅変電所 変圧器増設（電）

新日向変電所 変圧器増設（電）

都城変電所 変圧器増設（電）

若松変電所 変圧器増設（電） ⻄部ガスひびき⽕⼒線新設（電）

新⿅児島線川内原⼦⼒ π引込（系）

500kV送電線 220kV送電線
他社送電線 ⽔⼒発電所

原⼦⼒発電所
開閉所

⽕⼒発電所
変電所

新⼩倉線更新（⾼）上津役変電所 変圧器取替（⾼）

唐津変電所 変圧器取替（⾼）

弓削変電所 変圧器増設（需）

人吉変電所 変圧器増設（電）

熊本変電所 変圧器増設（需）

出⽔変電所 変圧器増設（電）

（電） 再エネ電源等連系対策
（需） 需要対策
（⾼） ⾼経年化対策
（系） 系統信頼度対策



9４ 設備投資計画（設備保全）
 ⾼度経済成⻑期に建設した設備が今後⼤量に更新時期をむかえることから、施工⼒を

踏まえた工事量の平準化を⾏うとともに、電⼒系統の将来構想との整合性や拡充工事との
同時更新による効率性等を総合的に勘案し、更新計画を策定しています。

 具体的には、「設備⾼経年化の実態や統計的分析による更新物量の想定」、「巡視点検
結果や設備リスク評価による対策優先順位付け」等に基づく更新計画を策定し、設備劣化
の進展状況や設備延命化の実施状況等を踏まえ、設備更新を進めていきます。
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1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

（台）

設備量︓約1,300台

施設年度分布（2021年度末時点）
変圧器の施設年度分布と中⻑期の更新⽔準
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2023 2028 2033 2038 2043 2048 2053 2058

中⻑期の更新⽔準
（台）

更新⽔準︓約21台/年程度

︓更新⽬安到達年度で更新した場合

平準化平準化



10４ 設備投資計画（離島の取組み）
 当社は、37島にも及ぶ離島への供給（全国離島の発電設備量の約4割）を担っていますが、

発電設備の⾼経年化が進展しており、補修による延命に取り組んでいるものの、部品の供給
停⽌やメーカ保守の終了等により、健全性の維持が難しくなっています。

 このため、内燃⼒発電機（内燃機）については、各島の需要動向や部品の供給状況等を
踏まえ、経年50年を⽬安に代替の供給⼒を確保するとともに、その他の機器については、部品
の供給やメーカ保守の状況等を踏まえ、補修限界時点での更新を計画しています。

18台

10台

19台

12台

27台
23台

0
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40

台
数

10   20      30     40 50
経年

（全 109台）

内燃機の経年状況 (2022.4 時点)

50台(46%)が
経年40年以上

内燃機の経年状況（2022.4時点） ⾼経年化状況（排ガス熱回収装置）



11５ 次世代投資計画（概要）

 当社は、将来の環境変化や技術革新、地域社会を始めとするステークホルダーの皆さまからの
期待を⾒据えて、次世代投資の３つの取組み分野毎（再エネ拡充・脱炭素化、レジリエンス
強化、効率化･サービス向上）に、“次世代ネットワークのありたい姿”を描いています。

 コスト低減にも努めつつ次世代投資の取組みを着実に進めることで、”次世代ネットワークの
ありたい姿”を実現し、社会やお客さまの豊かさ向上に貢献していきます。

次世代ネットワークのありたい姿

再エネ拡充 ・脱炭素化 レジリエンス強化

・デジタル技術等を活⽤した業務の効率化・⾼度化の
推進により、ネットワークコストの低減やサービス
レベルの向上等を通じて、送配電ネットワークを
利⽤する皆さまに提供する価値を⾼めます

効率化・サービス向上（ＤＸ化等）

＜３つの取組み分野とありたい姿＞

・自然災害の激甚化を
踏まえた送配電ネットワーク
の強じん化や災害対応⼒の
向上等により、お客さまの
暮らしや九州の産業を支え
続けます

・送配電ネットワークの
⾼度化により、再エネを
最⼤限活⽤し、持続可能
な低炭素社会の実現に貢
献します

〔次世代投資額（5か年平均）〕

再エネ拡充・脱炭素化
230

レジリエンス強化
72

効率化・サービス向上(DX化等)
24

キャッシュベース［億円］



12５ 次世代投資計画（再エネ拡充・脱炭素化）
 気候条件に恵まれる九州は、太陽光・⾵⼒発電等の再エネ電源の接続量が全国でもトップ

クラスであり、送電容量拡⼤や需給バランス調整、出⼒制御の最⼩化への取組み等によって
最⼤限の受⼊れに努めてきました。

 今後も、更なる再エネの導⼊拡⼤を⽬指し、系統利⽤、電圧管理、需給調整の次世代等の
送配電ネットワークの⾼度化に取り組むことで、持続可能な低炭素社会の実現に貢献します。

九州の再エネの
ポテンシャルを最⼤限活⽤

⾵⼒

バイオマス

洋上⾵⼒

洋上⾵⼒

地熱

太陽光

太陽光

⽔⼒

太陽光0
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12年前の
約12倍

更なる
導⼊拡⼤

1,887〜

1,677

（万kW）

1,154

97 116 155

2012.7
FIT制度の導⼊

（年度）
（注）グラフの値は、太陽光と風⼒の合計

※FIT対象外の設備は含まない
(2020年度末値）



13５ 次世代投資計画（再エネ拡充・脱炭素化）
次世代スマートメーターの導⼊
 「再エネ⼤量連系時の系統全体の需給安定化」や「電⼒レジリエンスの強化」等に向け、

次世代スマートメーターの導⼊、ならびに導⼊に必要となる研究開発やシステム改善等を
⾏います。

 また、次世代スマートメーターの情報を活⽤した負荷管理や停電検知にも取り組みます。
次世代スマメ※の活⽤イメージ ※…スマートメーターの略



14５ 次世代投資計画（再エネ拡充・脱炭素化）
系統の有効活⽤(系統利⽤の次世代化)
 再エネの主⼒電源化に向け、再エネを最⼤限活⽤しながら系統の混雑解消を図る

再給電方式の導⼊や、再エネ電源の接続可能量を拡⼤し早期連系を図るN-1電制の導⼊
等、「既存系統の更なる有効活⽤」に取り組みます。

 再エネ連系可能量の拡⼤と設備形成コスト増加の抑制に向け、特⾼系〜配電系までの
広範囲･⾼精度の系統シミュレーションが可能な系統運⽤情報共通基盤（デジタルツイン）
による「系統運⽤形態･設備形成の最適化」を⽬指します。

中給システム

託送系システム

給電系システム

・エリア需要実績
・再エネ実績

・エリア太陽光出⼒予測

・事業者別計画値
・事業者別実績値

・停⽌計画
・系統切替(計画分)
・送電線実績値(TM)
・実績系統(SV)

需要予測システム ・エリア需要予測

再エネ予測
システム

・運⽤容量
その他

・制御値・制御値(前日)

・制御値(5時間前〜1時間前)

需給抑制

系統抑制
混雑処理

2

1

・混雑情報

出⼒制御３

系統制約管理システム
・潮流状態を予測
・系統の混雑箇所を特定し、必要な出⼒制御量を算出

需給制約管理システム
・需給バランスを保つうえで必要な
出⼒制御量を算出

・系統抑制と協調し、再エネ電源
の制御値決定

出⼒制御配信システム
・再エネ電源に出⼒制御値を送信

1

２ ３

発電所

発電事業者WEB（HP）

再エネ運⽤
支援サーバ

再エネ統合
データサーバ

再エネ調整
管理サーバ

配電統合
サーバほか

配信処理
統合サーバほか

MW

ｈ

：エリア電源積 上げ
：エリア太 陽光予測
：出力制 御必要量MW

ｈ

：エリア電源積 上げ
：エリア太 陽光予測
：出力制 御必要量 統合範囲

統合データ
ベース

⾼圧以下発電所特⾼発電所

オンライン発電所

中給システム

システム統合及びファイル
連係方式を⾒直して
指令応動時間を短縮



15５ 次世代投資計画（レジリエンス強化）
 当社エリアは、台⾵や豪⾬災害等の自然災害が多いことから、特に停電の未然防⽌や早期

復旧等による停電時間の低減に努めてきました。
 しかし、近年は気候変動の影響で災害が激甚化しており、停電時間の⻑期化等が懸念

されるため、送配電ネットワークの強じん化を進めるとともに、災害対応⼒の向上等に努め、
お客さまの暮らしや九州の産業を支え続けます。

■令和２年台⾵10号

■令和２年７⽉豪⾬
復旧作業の様⼦

復旧作業の様⼦

■ＳＮＳ等を活⽤した
情報発信

（参考）台⾵上陸数の多い
都道府県

河川氾濫による
支持物倒壊

（1951年～2021年まで）

倒木による断線・
支持物折損



16（参考）関係機関との連携
 災害時連携計画に基づき、⼀般送配電事業者や自治体・自衛隊等の関係機関と復旧訓練

を⾏い、災害時の迅速な復旧対応を実現します。
 倒木による停電の未然防⽌に向けて、自治体と連携した事前伐採を推進していきます。

他の⼀般送配電事業者の資材
による復旧訓練

自衛隊ヘリによる
⾼圧発電機⾞の空輸訓練

海上保安本部巡視船への
資機材搭載訓練

四国電⼒送配電の電源⾞
による応急送電訓練

一般送配電事業者との復旧訓練 自衛隊等と連携した訓練



17５ 次世代投資計画（レジリエンス強化）
送配電ネットワークの強じん化
 国の無電柱化推進計画に基づく無電柱化工事の更なる推進により、災害に強い設備を

構築することで、「停電の未然防⽌・災害に強いまちづくりへの貢献」を進めていきます。
 また、電⼒レジリエンス向上に効果的な区間については、当社が主体的に無電柱化を実施

します。

工事前
無電柱化事例

工事後

（参考）無電柱化⽬標 ・・・ 2023〜27年度の5か年計で131km（当社主体による実施分を含む）



18６ 効率化の推進（推進体制）
 従来から、社⻑を委員⻑とする「効率化推進委員会」を設置し経営全般における効率化を

推進してきましたが、2021年８月からは、「効率化推進委員会」の下、更なる効率化を推進
することを⽬的に「ΣＸ（シグマエックス）プロジェクト」を⽴ち上げました。

 プロジェクトでは、「資機材調達、業務プロセス、間接費、ITシステム、DX」の５つの重点分野
を設定し、部⾨横断で効率化策の具体化と機動的な実⾏を進めていきます。

 ∑Ｘプロジェクト
∑︓数値の総和（＝結集する）
X︓トランスフォーメーション（＝変革） 業務プロセス

間接費

ＩＴシステム

ＤＸ

資機材調達
発注方法の工夫等による
調達価格の低減

業務プロセスの最適化
による⽣産性の向上

ペーパーレス化等による
間接費の低減

要件定義の精査等による
ＩＴシステムの最適化

デジタル技術やデータの
活⽤による業務の⾼度化

連携委員⻑
（社⻑）

効率化推進委員会

副委員⻑
（副社⻑）

委員
（本部⻑）

社外委員
九州電⼒

資材調達担当

委員⻑

調達改⾰推進委員会（九州電⼒）

社内委員 社外委員
メーカ出身者
コンサルタント

・ ・ ・ ・
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▲ 81

▲ 129

▲ 44
▲ 50

効率化計画
（2023〜27年度平均）

要員 資機材調達 工事 その他

６ 効率化の推進（効率化計画）
 第１規制期間では、これまでの継続的な取組みに加えて、デジタル技術を活⽤した業務効率化

や資機材調達・工事⾯での取組み等、最⼤限の効率化（▲305億円）に取り組みます。

区分 過去実績
（2017〜21平均）

効率化額
（2023〜27平均） 主な効率化策

①要員 ▲13 ▲81 デジタル技術を活⽤した業務効率化、業務委託の拡⼤等
②資機材調達 ▲73 ▲129 競争原理の活⽤、スケールメリットの追求等
③工事 ▲25 ▲44 工法の工夫、仕様の⾒直し等
④その他 ▲14 ▲50 設備構成の合理化等

合 計 ▲125 ▲305
〔⑤調整⼒の効率化〕 需給調整市場における調達量の低減効果︓▲97億⊿kW・h

［億円］

［億円］

第１規制期間で
▲305億円（年平均）

の効率化に取組み



20６ 効率化の推進（取組事例①）

 送電設備の⾼経年化が進展している中、送電設備の異常・劣化の判定に画像診断技術・
AI技術を活⽤し、保全業務の効率化に取り組んでいます。

 画像診断技術・AI技術により、送電設備のヘリやドローンの空撮画像を基に電線の異常抽出
や鉄塔塗装の劣化度合い等について自動判定することで効率化を図っています。今後、AI
技術の適⽤範囲を拡⼤（異常の抽出・判定から社内報告書作成までを自動化する等）する
ことで、更なる効率化に取り組みます。

送電設備における画像診断技術・AI技術を活⽤した保全業務の効率化

電線の異常判定
ｏ取得した画像データを基に、AI技術等を活⽤して

電線の異常の有無を自動的に抽出

鉄塔塗装の劣化度判定
ｏ 取得した画像データを基に、AI技術等を活⽤して

鉄塔塗装の劣化度判定を自動的に実施

画像データ

Ａ
Ｉ
・
ビ

塗装の劣化判断

素線切れ

○余寿命(改修時期)の
診断計画策定

P 設備診断計画策定
○ドローンやヘリ空撮の活⽤

D 設備診断データ取得

（ドローン）
鉄塔頂部、
充電部を確認

（ヘリ）
⾼精度カメラを
搭載

マスター
カーブ

初期値ライン（100％）

経過時間

素
線

強
度残
存
率

現地データ
(強度○％，経年25年)

1.0ヶ月

電線寿命ライン

推定寿命
(経年□□年)

○○ヶ月

強度○％

マスター
カーブ

初期値ライン（100％）

経過時間

素
線

強
度残
存
率

現地データ
(強度○％，経年25年)

1.0ヶ月

電線寿命ライン

推定寿命
(経年□□年)

○○ヶ月

強度○％

○取得データによる劣化
診断(余寿命評価)実施

C 余寿命評価（定量的）
○全ての設備の⻑期

計画策定

A 改修計画

基
数

2021 2022 …
画像診断

取組み事例

4月 5月 6月 7月 8月 …

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

…



21６ 効率化の推進（取組事例②）

 今後の少⼦⾼齢化に伴う設備の保全要員確保の困難化や、更なる保全コストの削減等の
課題解決に向け、センサ・カメラを組合わせた遠隔巡視システムを変電所に導⼊中であり、
巡視点検業務の効率化・⾼度化に取り組んでいます。

 本システムの導⼊により、従来、現地出向し実施していた設備の巡視点検を事務所から遠隔
で実施し効率化を図っています。今後、導⼊変電所を拡⼤することで、更なる効率化に
取り組みます。

変電設備におけるセンサ・カメラを活⽤した保全業務の効率化

〔事務所〕

〔変電所〕
〔66kV遮断器の画像ﾃﾞｰﾀ〕

ＮＷカメラの死角にある
メーター
⇒補助カメラによる画像認識
により数値取得

ＮＷカメラで確認できるメーター
⇒画像認識により数値取得

センサによる
気温取得

サーマルカメラによる
過熱診断

ＣＴを活⽤し、
動作電流値や
動作回数を測定

NWカメラによる
外観点検

操作箱内メーター、カウンタ
⇒指針センサにより数値取得 システムで取得した数値データや

画像データを基に、巡視点検業務
を机上で実施

〔変電所〕



22７ 目標計画
 国の指針に示された、7分野18項目の目標を設定し、その達成に向け取り組みます。

目標分野 目標項目 目標内容

(1)安定供給

①停電対応
低圧(電灯)需要家における年間停電量について、外⽣要因（自然災害

等）及び作業停電を除く当社の 過去5か 年平均値の⽔準であ る
25.7MWhを上回らないこと。

②設備拡充

広域系統⻑期方針や広域系統整備計画並びに供給計画等に基づく設備
拡充計画を策定し、これを確実に実施する。

効率的な設備形成の観点を踏まえた設備形成ルール及び費⽤便益評価
によるローカル系統増強規律に基づき、ローカル系統・配電系統における
設備拡充工事を実施する。

③設備保全 ⾼経年化設備更新ガイドライン等に基づく設備保全計画を策定し、設備
更新工事を計画的に実施する｡

④無電柱化 国の無電柱化推進計画に基づき、関係自治体等と合意した路線等に
ついて、無電柱化工事を確実に実施する。

(2)再エネ
導⼊拡⼤

①新規再エネ電源の
早期かつ着実な連系

当社事由の接続検討申込回答期限超過件数を０件とする。
当社事由の契約申込回答期限超過件数を０件とする。

②混雑管理に資する対応 系統の有効活⽤や混雑管理（混雑処理、情報公開）を確実に実施する。

③発電予測精度向上 再エネ出⼒予測システムの出⼒予測精度向上のため、予測誤差低減に向
けた取組みの継続実施と再エネ出⼒予測システムの機能拡充を図る。

(3)サービス
レベルの
向上

①需要家の接続 当社事由の供給側接続事前検討の回答期限超過件数を０件とする。
②計量、料⾦算定、

通知等の確実な実施
当社事由の電⼒確定使⽤量の誤通知・通知遅延件数を０件とする。
当社事由の託送料⾦・インバランス料⾦の誤算定・通知遅延件数を０件とする。

③顧客満⾜度 お客さまの声を⼤切にした事業運営を推進する。
停電状況や復旧⾒込み等を速やかに情報発信する。



23７ 目標計画

目標分野 目標項目 目標内容

(4)広域化

①設備の仕様統⼀化 ⼀般送配電事業者間で設備仕様の統⼀化に向けた取組みを適切に実施
する。

②中央給電指令所
システムの仕様統⼀化

今後更新時期を迎える中給システムをリプレースするにあたり、経済合理性を
追求するとともに、将来の制度変更等にも柔軟かつ確実に対応できる透明性
の⾼いシステムの構築を⽬的に、中給システムの仕様統⼀を図る。

③系統運⽤の広域化 需給調整市場の商品メニュー拡⼤にあわせて、系統運⽤に必要となる
調整⼒の広域調達及び広域運⽤を確実に実施する。

④災害時の連携推進 災害時連携計画に基づき、関係箇所との連携を進め、復旧対応⼒を向上
させる。

(5)デジタル化 ①デジタル化 電⼒の安定供給や業務の効率化・⾼度化等に向けてＡＩやＩｏＴ等の
デジタル技術の活⽤を推進する。

(6)安全性
・環境性
への配慮

①安全性・環境性
への配慮

無災害を⽬指し、公衆災害防⽌や労働災害低減に向けた取組みを推進する。
ＳＦ６ガスやフロンガスの回収・管理を徹底する。
低・脱炭素化に向けて電気自動⾞（ＥＶ）導⼊を推進する。

(7)次世代化
①分散グリッド化の推進

分散グリッドの運⽤に必要なＥＭＳ※1やＤＥＲ※2制御等の技術的検証を進
めるとともに、配電事業者やマイクログリッド事業者からの検討要請や協議に対
し、円滑に対応する。

※1…エネルギー マネジメント システムの略 ※2…分散型エネルギーリソースの略
②次世代スマートメータ―

の円滑な導⼊
次世代スマートメーターの円滑な導⼊に向けた設置工事及び対策を確実に

実施する。




